
《歳 入》 

１．市 税 
（１）市税収入の状況 

 平成２９年度市税の決算状況は第１表のとおりであり、市税全体の調定額は８１億７，０６１ 

万１１１円で、前年度と比較して３億２，７１９万１，６０６円（４．２％）の増となっていま

す。 

収入済額は７７億７，４８５万４，８０６円で、前年度に比べ３億６，６９５万７１４円（５．

０％）の増となり、収納率は、前年度よりも０．８ポイント増の９５．２％となりました。 

また、不納欠損額は、６，１６９万８，９６０円で、前年度に比べ７３９万３，７２７円（１

３．６％）の増、収入未済額は、３億３，４０５万６，３４５円で前年度に比べ４，７１５万２，

８３５円（１２．４％）の減となっています。 

 

第１表 市税決算状況                         （単位：円、％） 

年度    区分 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

平成 25 年度 7,834,264,620 7,207,142,966 80,954,500 546,167,154 92.0 

平成 26 年度 7,969,021,533 7,410,795,774 59,345,100 498,880,659 93.0 

平成 27 年度 7,710,932,148 7,226,961,472 58,865,671 425,105,005 93.7 

平成 28 年度 7,843,418,505 7,407,904,092 54,305,233 381,209,180 94.4 

平成 29 年度 8,170,610,111 7,774,854,806 61,698,960 334,056,345 95.2 

対前年度 
増 減 率 

25 年度 △0.9 0.1 △17.4 △9.0 ㌽ 0.8 
2６年度 1.7 2.8 △26.7 △8.7 ㌽ 1.0 
2７年度 △3.2 △2.5 △0.8 △14.8 ㌽ 0.7 
2８年度 1.7 2.5 △7.7 △10.3 ㌽ 0.7 
29 年度 4.2 5.0 13.6 △12.4 ㌽ 0.8 

 

平成２５年度から平成２９年度までの市税の決算額を、現年課税分と滞納繰越分とに分けると、

第２表のとおりであり、平成２９年度の現年課税分の調定額は、７７億９，１１２万２，７６１

円で、前年度に比べて３億７，０６７万７，６３８円（５．０％）の増となっています。 

収入済額は、７６億７，１２２万５，４８０円で、前年度に比べ３億７，８１１万８，８０２

円（５．２％）の増となり、収納率は、９８．５％で前年度に比べ０．２ポイントの増となって

います。 

 また、滞納繰越分の調定額は、３億７，９４８万７，３５０円で、前年度に比べ４，３４８万

６，０３２円（１０．３％）の減となっています。収入済額は、１億３６２万９，３２６円で、

前年度に比べ１，１１６万８，０８８円（９．７％）の減となり、収納率は、２７．３％で前年

度より０．２ポイントの増となっています。 

 

第２表 現年課税分、滞納繰越分決算状況                （単位：円、％） 

  区分 

年度 

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 

調 定 額 収 入 済 額 収納率 調 定 額 収 入 済 額 収納率 

平成 25 年度 7,235,793,582 7,057,697,377 97.5 598,471,038 149,445,589 25.0 

平成 26 年度 7,423,687,929 7,252,140,838 97.7 545,333,604 158,654,936 29.1 

平成 27 年度 7,212,682,297 7,079,681,612 98.2 498,249,851 147,279,860 29.6 

平成 28 年度 7,420,445,123 7,293,106,678 98.3 422,973,382 114,797,414 27.1 

平成 29 年度 7,791,122,761 7,671,225,480 98.5 379,487,350 103,629,326 27.3 

29/28 
額 370,677,638 378,118,802 － △43,486,032 △11,168,088 － 

率 5.0 5.2 － △10.3 △9.7 － 



現年課税分の調定額、収入済額を税目別にすると第３表のとおりであり、平成２９年度調定額

は前年度に比べ、個人市民税が４．４％、法人市民税は１８．４％、固定資産税５．０％、軽自

動車税３．９％、都市計画税が０．９％の増となっています。一方、市たばこ税は５．６％の減

となっています。 

平成２９年度の収納率については、市税全体で９８．５％、前年度に比べ０．２ポイントの増

となっています。 

 

第３表 税目別の市税収納状況（現年課税分のみ）            （単位：千円、％） 

        

      年 度 

税 目 
平成２７年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

平成２８年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

平成２９年度 

対前年度増 

減率又は収 

納率 

市

民

税 

個  人 
調定額 2,318,143 △4.8 2,506,076 8.1 2,615,240 4.4 

収入済額 2,269,125 97.9 2,459,954 98.2 2,569,550 98.3 

法  人 
調定額 608,051 △11.1 590,925 △2.8 699,375 18.4 

収入済額 604,955 99.5 588,234 99.5 697,282 99.7 

固
定
資
産
税 

固定資産 

税 

調定額 3,416,934 △0.4 3,437,062 0.6 3,607,212 5.0 

収入済額 3,348,927 98.0 3,373,952 98.2 3,549,634 98.4 

交 付 金 
調定額 734 △12.4 734 0.0 734 0.0 

収入済額 734 100.0 734 100.0 734 100.0 

軽 自 動 車 税 
調定額 139,952 2.5 170,036 21.5 176,696 3.9 

収入済額 134,825 96.3 162,314 95.5 169,434 95.9 

市 た ば こ 税 
調定額 482,226 △0.9 465,626 △3.4 439,570 △5.6 

収入済額 482,226 100.0 465,626 100.0 439,570 100.0 

都 市 計 画 税 
調定額 246,642 △1.6 249,986 1.4 252,296 0.9 

収入済額 238,890 96.9 242,293 96.9 245,021 97.1 

合   計 
調定額 7,212,682 △2.8 7,420,445 2.9 7,791,123 5.0 

収入済額 7,079,682 98.2 7,293,107 98.3 7,671,225 98.5 

 

 

市税調定額の税目別構成比の推移は第４表のとおりであり、平成２９年度調定額の構成比をみ

ると、市民税が４２．６％で前年度に比べ０．９ポイントの増となっています。 

 

第４表 市税調定額の税目別構成比の推移（現年課税分）            （単位：％） 

税目    年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

市 民 税 40.9 42.0 40.6 41.7 42.6 

固 定 資 産 税 46.9 46.2 47.4 46.3 46.3 

軽 自 動 車 税 1.8 1.8 1.9 2.3 2.3 

市 た ば こ 税 7.0 6.6 6.7 6.3 5.6 

都 市 計 画 税 3.4 3.4 3.4 3.4 3.2 

合   計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

 

市民一人当たりの税負担額の推移は第５表のとおりであり、平成２９年度は１２７，７３４円

で、前年度に比べ５，３９８円（４．４％）の増となっています。 

 

 



第５表 市税調定額の市民一人当たり税目別市税負担額（現年課税分）    （単位：円、％） 

税目    年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

市 民 税 42,047 42,941 41,241 44,896 47,110 

固 定 資 産 税 59,424 60,508 60,789 61,574 64,978 

軽 自 動 車 税 2,314 2,409 2,490 3,046 3,183 

市 た ば こ 税 8,841 8,583 8,579 8,342 7,918 

都 市 計 画 税 4,332 4,419 4,388 4,478 4,545 

合  計 116,958 118,860 117,487 122,336 127,734 

対 前 年 度 比 0.4 1.6 △1.2 4.1 4.4 

※人口は、各年度４月１日現在とする。（法人・交付金を除く）     

                                                                                                                    

（２）滞納繰越分の状況 

    滞納繰越分の収納率の推移を税目別に示すと第６表のとおりであり、平成２９年度は、前年比 

で市民税が３．７ポイント、軽自動車税０．６ポイント、都市計画税５．６ポイントとそれぞれ

減となりました。 

 滞納整理の取り組みの状況としては、第７表のとおりであり、休日窓口、交付要求のほか、徴

収嘱託員による訪問徴収、茨城租税債権管理機構への徴収困難案件の移管、全庁的な取り組みと

して管理職及び主査・主幹による滞納整理等を実施しました。 

 滞納処分による差押の状況については、第８表のとおりであり、平成２９年度においては全体

で２１１件を実施し、前年度に比べ１２２件の減となっております。 

 また、延滞金・督促手数料の徴収状況は第９表のとおりです。 

 

第６表 滞納繰越分の税目別収納率                     （単位：％） 

税目         年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

市 民 税 28.2 32.7 35.7 34.4 30.7 

固 定 資 産 税 22.0 26.2 24.9 22.2 25.2 

軽 自 動 車 税 19.6 19.5 19.8 20.6 20.0 

市 た ば こ 税 － － － － － 

都 市 計 画 税 43.8 54.8 59.6 41.5 35.9 

合    計 25.0 29.1 29.6 27.1 27.3 

              

第７表 滞納整理状況                           （単位：千円） 

区分       年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

市 外 徴 収 1,245 1,569 1,229 854 2,063 

休 日 窓 口 10,369 10,003 8,951 10,747 9,026 

夜 間 徴 収 5,101 3,913 1,558 121 － 

徴 収 嘱 託 員 徴 収 91,277 81,992 74,946 67,806 52,212 

管理職及び主査・主幹徴収 － 14,354 12,975 13,215 12,752 

夜 間 納 税 相 談 2,328 3,628 2,208 819 950 

交 付 要 求 3,003 251 141 1,287 2 

租税債権管理機構移管徴収 36,816 43,755 39,841 26,524 31,766 

合    計 150,139 159,465 141,849 121,373 108,771 

 

 

 



第８表 差押状況                              （単位：件） 

区分       年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

土 地 ・ 家 屋 50 28 20 20 14 

預 貯 金 196 205 236 196 132 

生 命 保 険 53 33 27 28 12 

給 与 33 33 33 33 18 

その他（動産、還付金等） 111 86 45 56 35 

合    計 443 385 361 333 211 

 

第９表 延滞金・督促手数料徴収状況                   （単位：千円） 

区分    年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

延 滞 金 37,631 29,878 23,077 16,493 16,866 

督 促 手 数 料 1,126 1,699 1,656 1,652 1,579 

合  計 38,757 31,577 24,733 18,145 18,445 

 

督促状、催告書及び口座振替不能通知の発送状況については第１０表、また、職権消除者・死

亡者及び居所不明者の状況については第１１表のとおりです。 

 

第１０表 督促状・催告書・口座振替不能通知発送状況             （単位：件） 

区分      年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

督

促

状 

市 民 税 9,667 9,034 5,611 5,900 5,934 

固定資産税 10,240 9,765 9,890 9,667 9,421 

軽自動車税 3,205 3,070 3,153 3,174 3,135 

小   計 23,112 21,869 18,654 18,741 18,490 

催 告 書 7,410 7,364 5,534 5,694 5,697 

口座振替不能通知 4,572 4,644 3,775 3,775 3,698 

合     計 35,094 33,877 27,963 28,210 27,885 

 

第１１表 職権消除者・死亡者・居所不明者状況             （単位：件、千円） 

  年度 

区分 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 件数 滞納金額 

職権消除者 36 6,088 72 12,522 53 4,506 43 2,803 71 835 

死 亡 者 54 10,634 71 25,128 42 12,100 62 10,816 60 4,384 

居所不明者 321 15,868 368 11,766 198 9,041 219 9,093 125 4,457 

合 計 411 32,590 511 49,416 293 25,647 324 22,712 256 9,676 

 

 

 

（３）不納欠損処分の状況 

 平成２９年度の税目別の不納欠損処分の状況は第１２表のとおりであり、市税合計で６，１６

９万９千円、前年と比べ７３９万４千円の増となっています。 

 

 

 

 



第１２表 税目別不納欠損処分の状況                 （単位：件、千円） 

年度 

税目 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 

個人市民税 1,370 23,172 1,125 21,667 917 15,566 914 13,086 912 12,632 

法人市民税 24 22,921 16 1,395 26 1,646 22 1,415 22 1,335 

固定資産税 

（都市計画税） 
1,812 32,554 2,005 34,093 2,280 39,173 2,313 37,522 2,307 45,293 

軽自動車税 500 2,308 488 2,190 544 2,481 488 2,282 538 2,439 

市たばこ税 - - - - - - - - - - 

合  計 3,706 80,955 3,634 59,345 3,767 58,866 3,737 54,305 3,779 61,699 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．地方譲与税～２１．市債                      （単位：千円、％） 

款 
平成 28 年度 平成 29 年度 

増減率 概  要 
決算額 構成比 決算額 構成比 

2.地方譲与税 

（地方揮発油譲与税） 
87,864 0.3 86,962 0.4 △1.0 

地方揮発油譲与税収入額の 100 分の 42
が、市町村道の延長及び面積により按分
され譲与される。 

2.地方譲与税 

（自動車重量譲与税） 
212,944 0.8 213,155 0.9 0.1 

自動車重量譲与税収入額の 1000 分の
407 が、市町村道の延長及び面積により
按分され譲与される。 

3.利子割交付金 

5,058 0.0 9,360 0.0 85.1 

県に納入された県民税利子割のうち、個
人の納めた部分から事務費を控除した
額の 5 分の 3 が、その市町村の個人県民
税の額に応じて市町村に交付される。 

4.配当割交付金 

19,902 0.1 28,415 0.1 42.8 

県に納入された県民税配当割から、事務
費を控除した額の一部が市町村に交付
される。 

5.株式等譲渡所得割

交付金 
11,641 0.0 28,251 0.1 142.7 

県に納入された県民税株式等譲渡所得
割から、事務費を控除した額の一部が市
町村に交付される。 

6.地方消費税交付金 
863,720 3.1 909,776 3.9 5.3 

都道府県間で精算後の地方消費税の 2
分の 1 相当額が、人口及び従業者数によ
り按分され交付される。 

7.ゴルフ場利用税 

交付金 77,609 0.3 74,376 0.3 △4.2 

県で収入したゴルフ場利用税のうち 10
分の 7 が、ゴルフ場が所在する市町村に
交付される。 

8.自動車取得税 

交付金 55,621 0.2 81,784 0.4 47.0 

県に納められた自動車取得税の 66.5％
が、市町村道の延長及び面積により按分
され交付される。 

9.地方特例交付金 

（減収補てん特例交

付金） 

25,567 0.1 27,053 0.1 5.8 

住宅借入金等税額控除による個人住民
税の減収分を補てんするために交付さ
れる。 

10.地方交付税 

（普通交付税） 3,964,439 14.0 3,728,018 15.7 △6.0 

国税のうち所得税・法人税・酒税・消費
税の一定割合及び地方法人税を原資と
して、基準財政需要額が基準財政収入額
を超える団体に交付される。 

10.地方交付税 

（特別交付税） 
629,546 2.2 515,645 2.2 △18.1 

普通交付税で捕捉されない特別な財政
需要に対し交付される。 

11.交通安全対策特別

交付金 
5,658 0.0 5,528 0.0 △2.3 

交通安全施設整備の財源として、道路交
通法に定める反則金を財源として交付
される。 

12.分担金及び負担金 
195,118 0.7 172,609 0.7 △11.5 

保育所委託保護者負担金、放課後児童ク
ラブ保護者負担金等 

13.使用料及び手数料 

181,779 0.6 190,759 0.8 4.9 

認定こども園保育料、道路占用料、市営
住宅使用料、戸籍住民諸証明等手数料、
税務諸証明手数料、開発許可等申請手数
料等 

14.国庫支出金 
3,654,319 12.9 3,405,944 14.4 △6.8 

各事業及び事務に係る負担金、補助金、
委託金 

15.県支出金 
1,388,183 4.9 1,281,778 5.4 △7.7 

各事業及び事務に係る負担金、補助金、
委託金 

16.財産収入 
19,091 0.1 26,081 0.1 36.6 

土地建物貸付収入、基金利子、土地売払
収入等 

17.寄附金 
147,151 0.5 59,492 0.3 △59.6 

一般寄附金、ふるさと応援寄附金、桜の
まちづくり寄附金 

 

 



 

【普通交付税算出資料】                      （単位：千円、％） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 増減率 

基準財政需要額：A 10,236,840 10,268,728 0.3 

基準財政収入額：B 6,547,171 6,725,163 2.7 

交付基準額：C(A-B) 3,689,669 3,543,565 △4.0 

合併算定替による交付基準額：D 283,427 192,708 △32.0 

調整額：E 8,657 8,255 △4.6 

普通交付税額(C+D-E) 3,964,439 3,728,018 △6.0 

 

 

【市債の内訳】                                                                     (単位：千円) 

 金額 使用目的 

農業農村整備事業債 94,400 広域農道整備事業、畑地帯総合整備事業、かんがい排水
事業 

道路新設改良事業債 291,000 道路維持事業、道路整備事業 

地方道路等整備事業債 531,500 道路整備事業 

橋りょう新設改良事業債 28,700 橋りょう新設改良事業 

都市計画街路事業債 45,600 三本松中西線整備事業 

都市再生整備事業債 542,500 坂東 IC 周辺地区都市再生整備事業 

長須小学校校舎大規模改造事業債 144,200 長須小学校校舎大規模改造事業 

飯島小学校体育館大規模改造事業債 96,900 飯島小学校体育館大規模改造事業 

内野山小学校体育館大規模改造事業債 83,000 内野山小学校体育館大規模改造事業 

臨時財政対策債 831,600 地方一般財源の不足に対処するため、地方財政法第 5条
の特例として発行される地方債 

合併特例事業債 86,100 庁舎建設事業 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

（単位：千円、％） 

款 

平成 28 年度 平成 29 年度 
増減率 

概  要 
決算額 構成比 決算額 構成比 

18.繰入金 
561,845 2.0 846,467 3.6 50.7 

基金繰入金、特別会計繰入金 

19.繰越金 1,872,354 6.6 1,055,286 4.5 △43.6 前年度からの繰越金 

20.諸収入 
483,998 1.7 388,898 1.6 △19.6 

貸付金元利収入、受託事業収入、給食費
保護者納付金等 

21.市債 
6,419,600 22.7 2,775,500 11.7 △56.8 

総務債、農林水産業債、土木債、教育債、
臨時財政対策債 



市税収入以外市税収入以外市税収入以外市税収入以外のののの滞納額滞納額滞納額滞納額のののの状況状況状況状況    

 

（款）１２．分担金及び負担金                        （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

こども発達センター利用者負担金 634,261 631,423 0 2,838 99.6 

保育所保護者負担金 121,413,300 119,108,500 267,500 2,037,300 98.1 

  現年分 119,292,700 118,164,600 0 1,128,100 99.1 

  滞納繰越分 2,120,600 943,900 267,500 909,200 44.5 

放課後児童クラブ保護者負担金 37,669,300 37,584,300 0 85,000 99.8 

  現年分 37,539,300 37,454,300 0 85,000 99.8 

  滞納繰越分 130,000 130,000 0 0 100.0 

通学バス保護者負担金 1,203,000 1,197,000 0 6,000 99.5 

  現年分 1,200,000 1,197,000 0 3,000 99.8 

  滞納繰越分 3,000 0 0 3,000 0.0 

通園バス保護者負担金 1,594,000 1,559,000 0 35,000 97.8 

  現年分 1,580,000 1,553,000 0 27,000 98.3 

  滞納繰越分 14,000 6,000 0 8,000 42.9 

※保育所保護者負担金現年分の収入済額は、過誤納金還付未済額 5,850 円を含む。 

 

（款）１３．使用料及び手数料                        （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

行政財産使用料 7,175,416 7,171,734 0 3,682 99.9 

認定こども園保育料 79,234,750 78,667,750 0 567,000 99.3 

現年分 78,759,850 78,309,900 0 449,950 99.4 

  滞納繰越分 474,900 357,850 0 117,050 75.4 

住宅使用料 54,276,300 46,059,900 0 8,216,400 84.9 

  現年分 43,715,600 40,324,300 0 3,391,300 92.2 

現年分駐車場使用料 4,906,000 4,558,000 0 348,000 92.9 

  滞納繰越分 5,081,200 1,064,100 0 4,017,100 20.9 

滞納繰越分駐車場使用料 573,500 113,500 0 460,000 19.8 

幼稚園保育料 1,709,700 1,626,600 0 83,100 95.1 

  現年分 1,630,700 1,626,600 0 4,100 99.7 

  滞納繰越分 79,000 0 0 79,000 0.0 

 

（款）２０．諸収入                             （単位：円、％） 

項   目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

給食費保護者納付金 199,512,485 197,192,954 217,673 2,101,858 98.8 

  現年分 197,453,630 195,902,722 0 1,550,908 99.2 

  滞納繰越分 2,058,855 1,290,232 217,673 550,950 62.7 

生活保護法第６３条による返還金 9,113,139 5,110,505 0 4,002,634 56.1 

  現年分 5,430,425 4,858,408 0 572,017 89.5 

  滞納繰越分 3,682,714 252,097 0 3,430,617 6.8 

生活保護法第７８条による返還金 7,789,892 1,049,830 0 6,740,062 13.5 

現年分 4,618,844 572,830 0 4,046,014 12.4 

滞納繰越分 3,171,048 477,000 0 2,694,048 15.0 


